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新型コロナウイルス感染症は未だ収束をみせない中､ 保育施設は社会に不可欠な

エッセンシャルワークとして､ 社会そのものを支えています｡ ｢３密｣ を避けると

いう社会的命題と､ 子どもの育ちに ｢密｣ は避けられないという保育の根幹との狭

間で懸命に役割を担ってきました｡

また､ 人口減少・少子化は加速度的に進行し､ 全国的にも喫緊の課題として取り

組まれています｡ 地域から保育の現場がなくなれば､ 必然的にその地域は消滅して

いくこととなり､ すべての子どもたちにさらなる育成環境の充実が成されるよう､

保育者の処遇改善をはじめとする ｢保育人材の確保に向けた総合的な対策｣ を緊急

に進め､ また､ 地域の子育て拠点となる認可施設として安定した運営が継続できる

ようにしていかなければなりません｡

コロナ禍におけるわが国の経済状況が回復するまでは､ 公定価格の基礎となる人

事院勧告においても非常に厳しい状況が続くことが予想され､ 保育の地位向上のた

めの取り組みと､ さらなる現行配置基準の改正といった制度の見直しが不可欠であ

ると考えます｡

地域の重要な福祉資源として､ そして保育者が喜びを持って働き続けられる職場

環境の実現を目指し､ 保育施設の質と機能の向上に向けて､ より一層子ども・子育

て施策が推進され､ また､ 安定した財源が確保されますよう要望いたします｡
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現在の保育士配置基準は､ 一部を除き７０年以上前に定められたものであり､ 今

日の保育をめぐる状況には程遠いものです｡ 様々な発達段階にある子どもへの保育

の質や安全性､ 保育士の業務負担において課題が多く､ 長年改善をお願いしてまい

りました｡

また､ 公立・民間を問わず､ 現実には保育士を基準の１.６倍から多いところで

２倍配置して保育を行っており､ 定数以上の職員の人件費については､ 公定価格に

含まれていないために施設からの負担となります｡

配置基準の改善と公定価格の見直しをすることにより､ 保育の質の向上を図り､

保育職員の業務負担の軽減､ 離職防止にも繋がると考えられます｡ すべての子ども

たちの健やかで十分な発達と､ 保育者が喜びを持って働き続けられるためにも配置

基準の改善と公定価格の見直しを要望します｡�������������
主任保育士を保護者からの育児相談や地域の子育て支援活動等に専任させるため､

代替保育士を加配する主任保育士専任加算制度については､ 少子化が進む現在､ 過

疎地域だけでなく都市部においても実施条件とされている ｢乳児が３人以上入所す

る｣ を満たすことが困難であり､ 今後さらに活用しにくくなると考えられます｡

この要件を含む､ 延長保育事業等の付帯事業の実施に関わらず専任の主任保育士

の必置が出来るよう要件の緩和を要望します｡����������������
保育の ｢質の向上｣ については､ 保育現場の喫緊の課題である ｢人材確保｣ のた

め､ 職員の処遇改善が進められていますが､ 社会的な使命と役割を十分に発揮でき

る魅力ある職場となるために､ 現行の処遇改善Ⅰ・Ⅱの継続拡充と､ 恒久的な制度

となるように要望します｡
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本県の過疎化・少子高齢化は急速に進み､ 離島・中山間地域では､ 恒常的に定員

割れのために運営が大変厳しく､ 事業の継続・保育士確保が困難であります｡

定員確保の困難な小規模の保育所 (園) であっても､ 欠く事の出来ない地域の重

要な福祉資源であり､ 不安定な財政状況で施設運営を継続するには補助事業による

支援は必要であり､ 以下について要望します｡� 現在､ 県で制度化されている補助事業 ｢小規模民間保育所運営対策事業｣ を

今後も継続してください｡� 当該補助事業を活用してもなお運営状況が厳しいため､ 入所人数別の補助単

価を引き上げてください｡���������������������
園児や保護者及びその同居者が感染者または濃厚接触者となった場合､ 当該保護

者からの申し出がなければ感染状況の実態把握は不可能であり､ 保育施設として適

切な対応ができません｡ 保育現場の安全をはかり､ 危機管理を講ずるためには正確

な情報に基づいた対応が不可欠です｡

県と市町村の管轄の違いを越え､ 感染者に関わりのある施設及び､ 近隣の施設へ

の迅速かつ適切な情報提供をしていただけるよう要望します｡
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